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※この資料は「決算説明会資料」を一部抜粋したものです。

※決算説明資料も併せてご参照下さい。

将来の見通しの記述について
このレポートに記載されているJR東日本グループの現在の計画、戦略、確信などのうち、過去の事実以外のものはJR
東日本グループの将来の業績に関する見通しの記述であり、現在入手可能な情報に基づく経営陣の仮定と確信に基
づくものであります。これらの将来見通しの記述は、既に知られているリスク、知られていないリスクや不確かさ、その
他の要因などを含み、JR東日本グループの実際の経営成績、業績などはこのレポートに記載した見通しとは大きく異
なる結果となる可能性があります。これらの要因には以下のようなものなどが含まれます。
①鉄道事業の現在の利用者数を維持または増加させるJR東日本グループの能力、②鉄道事業その他の事業の収益
性を改善するJR東日本グループの能力、③鉄道事業以外の事業を拡大するJR東日本グループの能力、④日本全体
の経済情勢や法規制、日本政府の政策など。

お問合せ先： 財務部 資金調達グループ bond@jreast.co.jp



42注1） ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼ゙ ･ﾚｼｵ＝営業キャッシュ・フロー÷利息の支払額
注2） キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

7.46.68.29.310.19.49.5
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23.021.419.917.616.214.313.3 自己資本比率 （％）
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注) 連結キャッシュ・フロー計算書の「有形・無形固定資産の売却による収入」
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※ 鉄道施設購入長期未払金の内訳

（＊）「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関する法律施行令」第１条の、それぞれ第１号、２号、３号に規定されていることによる通称

9.60年3.41%100.035,587

10.88年

4.27年
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40.9%
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13,444
(4,599)
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鉄道施設購入長期未払金（※）

長期借入金
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（内一般担保債）

（内無担保債）

平均年限

(単体ベース）

平均金利

億円 内訳

・同機構が負担する債務の償還資金

・在来線の整備

・整備新幹線 等

独立行政法人

鉄道建設・運輸

施設整備支援機構

1991.10～2017.3

1991.10～2017.3
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5.27%14,573総 計

同 上（2002.3）～2029.11元利均等2.92%変動103367モノレール債務

同 上1997.3～2022.3元利均等0.94%変動157279秋田新幹線

5.34%14,31231,069合 計

利率変動/固定

支払先における用途支払先支払期間支払方法
金 利未払残高

（億円）

買取時元本

（億円）
債務の名称

連結長期債務の内訳（2008年3月末）

長期債務の構成
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注 １） 見込額は2008年3月末現在。

２） 新幹線１号債務の早期償還額は予定額（2008年3月期は実績）。
３） 社債に関する償還額は、額面金額を記載。
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注 １） 2008年4月30日現在。
２） 償還額は、額面金額を記載。

ユーロ・ポンド債

社債の償還見込み
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国内債

（無担保 2007.4発行）

ユーロ・ポンド債

（2007.4発行）

国内債

（無担保 2008.4発行）
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（注）利払日は原則として２月および８月の２５日

2007年度の社債発行実績

2017.9.202007.10.26+18bp1.861％99.99円1.86％200億円1050

2027.9.172007.10.26+19bp2.394％99.94円2.39％200億円2051

2027.4.162007.4.17+15bp2.262％99.96円2.26％200億円2049

2017.4.172007.4.17+13bp1.811％99.99円1.81％200億円1048

JGB
スプレッド

応募者

利回り

クーポン発行総額 償還日発行日発行価格年限回号
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2033.4.222007.4.2499.298％5.250％587億円※126第4回ユーロ・ポンド建普通社債

償還日発行日発行価格クーポン発行総額年限名称

※1 2億5,000万ポンド

（参考）2008年度発行実績

2018.4.202008.4.22+26bp1.626％99.94円1.62％300億円1052

2028.4.212008.4.22+22bp2.350％100.00円2.35％200億円2053

JGB
スプレッド

応募者

利回り

クーポン発行総額 償還日発行日発行価格年限回号
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AA＋AA－Aa2
•在来線はもとより、新幹線の事業基
盤も強く、運輸業のキャッシュフロー
創出力は極めて強い。

•非運輸事業の事業基盤の強化も進
んでいる。

•利益・キャッシュフロー創出力は力強
さを増しつつ安定感を高めていこう。

•減価償却費を大きく上回る投資が続
く見通しだが、強いキャッシュフロー創
出力を考えると、財務バランスが悪化
する可能性は低い。

•格付けの方向性は「安定的」である。
(2008年4月）

•主力の鉄道事業において着実なキャッ
シュフローの創出が見込まれる。

•不動産や流通事業においても、駅施設
などを有効活用することにより、立地条
件や投資負担面での優位性を持つこと
から、高い競争力を維持できる可能性
が高い。

•キャッシュフロー創出力の安定性向上
と保守的な財務方針により、今後も着実
な財務改善が期待できる。

•格付けのアウトルックを「安定的」から
「ポジティブ」に変更した。

(2007年4月）

•良好な規制環境を提供しており、同社
の事業リスクは低く抑えられている。

•人口動態の変化など長期的かつ構造
的な制約要因が存在する。

•鉄道事業のキャッシュフローの安定性
を引続き向上させていく。

•非鉄道事業がキャッシュフロー全体の
安定性をさらに向上させる。

•今後も中期的に着実に負債を削減し
ていく。

•格付けの見通しを「安定的」から「ポジ
ティブ」に変更した。

(2007年5月）
•1991年12月 ＡＡＡ（ＪＢＲＩ）

•2002年7月 ＡＡ+
⇒「長寿化」を伴う高齢者の増加が鉄道経

営をより難しくさせる

•1993年6月 ＡＡ

•1998年3月 ＡＡ-
⇒鉄道事業の収益性低下による財務内容の

脆弱化

⇒国鉄清算事業団債務の追加負担要請によ

る政治リスクの高まり

•1993年6月 Ａａ2

R&IS&PMoody’s

長期債務格付け
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